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1 はじめに
機能表現1とは，「にあたって」や「をめぐって」の

ように，2つ以上の語から構成され，全体として 1つ
の機能的な意味をもつ表現である．一方，この機能表
現に対して，それと同一表記をとり，内容的な意味を
もつ表現が存在することがある．例えば，文 1と文 1

には「にあたって」という表記の表現が共通して現れ
ている．

(i) 出発するにあたって，荷物をチェックした．

(ii) ボールは壁にあたって，跳ね返った．

文 (i)では，下線部はひとかたまりとなって，「機会が
来たのに当面して」という機能的な意味で用いられて
いる．それに対して，文 (ii)では，下線部に含まれて
いる動詞「あたる」は，動詞「あたる」本来の内容的
な意味で用いられている．このような表現においては，
機能的な意味で用いられている場合と，内容的な意味
で用いられている場合とを識別する必要がある．
これまでの研究で，現代語複合辞用例集 [3](以下，

用例集)中の代表的複合辞一覧に基づいて，それらの
派生形である 337 種類の機能表現について，その用
例データベース (日本語複合辞用例データベース [11]，
以下，用例データベース)が作成された．さらに，そ
れらの用例データベースを訓練事例として，機械学習
により機能表現の用法判定・係り受け解析を行う方式
が提案された [10, 8]．また，機能表現の異形の語構
成パターンを網羅することにより，日本語機能表現一
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1機能表現は，複数形態素からなる複合辞と一つの形態素からな
る機能語から構成されるが，本論文では，複合辞と同等の意味で機
能表現という用語を用いる．

覧 [6](以下，「つつじ」2)が作成された．これらを受け
て，本論文では，「つつじ」に収録されている，16,801

種類の機能表現を対象として，機能表現表記の用法判
定を行うことを目的とする．ここで，[10, 8]の機械学
習による機能表現表記の用法判定においては，一つの
表現あたり 50例程度の訓練用例に対して，人手で機
能的・内容的等の用法判定を行う必要がある．しかし，
「つつじ」の全機能表現 16,801種類に対して，それだ
けの規模の作業を行うことは容易ではない．
そこで，本論文では，「つつじ」の階層性を利用し，

階層において下位に位置する派生的表現の用法判定に
際して，用法が類似するより上位の代表的表現の用例
を参照することで用法判定を行う手法について述べる．
本論文では特に前後の形態素の品詞が代表・派生間に
おいて不変の場合には，代表的表現と派生的表現の間
で用法の傾向に相関がある，という特徴を利用し，派
生的表現の用法判定の際に前後の形態素品詞が一致す
る代表的表現の用法判定済み用例を参照することでそ
の用法判定を行う．この方式に基づいて，派生的表現
の用法の分析を行った結果，代表的表現の表記の用法
判定済み用例集合 (約 38,000例)を参照して，派生的
表現の表記の用法判定を行うことにより，85%程度の
F値で正しく判定できることが分かった．さらに，「つ
つじ」に記述されている左・右接続規則を一部改変し
た規則を併用することにより，用法判定の精度が改善
できることを示す．

2 階層的機能表現辞書
「機能表現一覧」 [6]は，9つの階層構造をなして

おり，各階層は，「見出し語、意味、派生、機能後の交
替、音韻的変化、とりたて詞の挿入、活用、「です/ま
す」の有無、表記のゆれ」の観点によって分類されて
いる．

2http://kotoba.nuee.nagoya-u.ac.jp/tsutsuji/
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3 派生関係及び用例を利用した日本
語機能表現の解析

3.1 基本的な考え方

本節では，機能表現の解析における本論文の基本的
な考え方について述べる．本論文では，2 節で述べた
「つつじ」の持つ階層構造を利用することにより，階
層構造の上位にある機能表現を代表的表現，その代表
的表現から下位に派生している表現を派生的表現とし
て扱う．そして，解析に用いる知識源としては代表的
表現の用法を判定した用例を用意し，派生的表現はそ
れらを参照することにより解析を行う．
ここで，「つつじ」には約 17,000もの機能表現が収

録されており，その全てに対して，解析のための用法
判定済み用例を用意するのは，容易ではない．しかし，
L1～L4 の比較的上位の階層の表現種類数は 1,000未
満であり，これらのうちのいずれかの階層までの表現
を代表的表現として，それらの代表的表現の用法判定
済用例を参照して，残りの派生的表現の用法を解析す
ることができるならば，派生的表現の用法判定済用例
を作成する労力を省略することができる．
例えば，代表的表現を L4階層の表現とした場合は，

代表的表現の表現数は 800程度であり，「つつじ」の全
表現に対して，用法判定済用例の作成作業に必要な労
力は約 1 / 20になる．また，より上位の階層の表現
を代表的表現とする場合は，用法判定済用例の作成作
業に必要な労力は更に少なくて済む．
この方式の具体例を図 1に示す．この例においては，

「なくてもいい」，および，「てもいい」という二つの派
生的表現の表記に対して，用法判定済用例データベー
ス中の代表的表現の表記の用例が照合し，結果的に，
表記の文字長の大きい「なくてもいい」の代表的表現
「なくていい」の機能的用法が採用されている．

3.2 代表的表現の選定

階層の上位に位置する代表的表現は，L4 階層相当
の 1,000表現程度の規模とする [7]．そして，「機能表
現一覧」において，代表的表現を除く表現を派生的表
現と定義する．ただし，代表的表現を選定する際には，
以下の制約を課す．

• 機能表現の語頭の無声・有声の制約により前接す
る活用語の活用型が制限される場合は，この制限
を保持する．

• 機能表現の仮名表記・漢字表記の違いを保持する．

• 助動詞型の機能表現の場合には，活用形を保持
する．

3.3 用例に基づく解析の方式

本節では，「用例に基づく解析の方式」の概要を説
明する．この方式は以下の 2つのステップから構成さ
れる．

1. 個々の機能表現表記に対する仮説の生成

2. 構成形態素を共有する複数の機能表現表記に対す
る解析

ステップ 1では，文中に出現する機能表現表記に対し
て，機能的用法，および，内容的用法の両方の用法を
仮説として設定し，出現文脈の類似する代表的表現の
用法判定済み用例集合を参照して，それぞれの仮説を
検証する．ステップ 2では，ステップ 1で処理した個々
の機能表現表記のうち，構成形態素を共有する (出現
箇所が重複する)複数の機能表現表記に対して，主に
機能表現表記の文字長に基づいて，最も適切な仮説を
絞り込む．

4 評価

4.1 代表的機能表現表記の用例データベー
ス及び評価対象文集合

本節では，用例に基づく解析方式における用例デー
タベース，および，評価対象文集合について述べる．
まず，代表的機能表現表記の用法判定済み用例データ
ベースとして，毎日新聞 1995年の 1年分から収集し
た文に対して，人手で機能表現表記の用法判定を行っ
た約 38,000用例を用いる．また，評価対象文集合と
しては，同じく毎日新聞 1995年の 1年分から，上記
の代表的表現の用法判定済み用例と重複しない 2,832

用例 (248表現)を選定し，評価対象文集合とする．

4.2 評価手順
評価においては，評価対象文集合の用例に対し，シ

ステムが出力を行った個所に対して，人手で正解の用
法判定ラベルを付与し，その成否を評価するものとす
る．また，評価尺度として，以下で定義する適合率，
再現率，F値を用いる．

適合率 =

システムが出力した用法判定結果
のうち正解した箇所数

システムが出力した用法判定結果
の総箇所数
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図 1: 模式図: 「代表的表現の表記の用例」を参照して「派生的表現の表記の用例」の用法を判定

再現率 =

システム出力した用法判定結果
のうち正解した箇所数

人手で付与した正解の総箇所数

F値 =
2 * 再現率 * 適合率
再現率 + 適合率

4.3 評価結果

評価結果を表 1(a) の最上段に示す．また，3.3 節
の手順における判定結果が「不正解」となる場合につ
いて，代表的表現の適切な用例を作例して用法判定済
用例集合に追加した場合に，正解可能か否かの分析を
行った結果も併せて表 1(a)の中段に示す．この結果か
らわかるように，適切な作例を行わない場合の F値は
約 85%，作例を許す場合の F値は約 95%である．ま
た，これらに対するベースラインとして，評価対象の
機能表現表記を全て機能的用法と判定した場合 (ただ
し，複数の機能表現表記の出現箇所が重複する場合は
無条件に最長の表記を選択)の評価結果を表 1(a)の最
下段に示す．
また，表 1(b)上半分には，用法判定済用例集合に

対して，用法判定済用例の一つとして，左・右接続情
報 [6, 5] を一部改変して追加した場合の評価結果を
示す．同様に，左・右接続情報に加えて代表的表現の
適切な用例を作例して用法判定済用例集合に追加した

場合に，正解可能か否かの分析を行った結果も併せて
表 1(b)の下半分に示す．ここで，左・右接続情報と
は，機能表現表記の用法が機能的用法となる場合の前
後の形態素についての情報である．左接続情報は，直
前に接続可能な形態素の情報を示しており，右接続情
報3は，機能表現表記を構成する末尾の形態素の情報
を示したものである．これらは「機能表現一覧」 [6]

において，各機能表現ごとに定義されており，53種類
の左接続情報，および，51種類の右接続情報が掲載さ
れている．これらの左・右接続情報を追加した場合，
F値は約 88%に改善する．更に作例を許す場合には，
F値は約 91%となる．
左・右接続情報を追加し作例を許す場合，左・右接

続情報を追加しないで作例を許す場合に比べ，F値が
下がっているが，これは，左・右接続情報が複数の表
記にまたがって作成された規則であり，個々の機能表
現表記に対しては条件の緩い規則となっているためで
ある．つまり，代表的表現の用例を参照する場合と比
べると，前後の形態素に課す条件が緩くなる傾向にあ
るため，代表的表現の用例を参照する場合に比べて不
正解となる個所が増える．

3右接続情報に加えて，IPAdic を用いて形態素解析を行った場
合の形態素列の情報を参照することにより，機能表現表記の直後に
接続可能な形態素の情報が得られる．
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表 1: 評価結果

(a) 左・右接続情報を参照しない場合
類型 適合率 (%) 再現率 (%) F値 (%)

3.3 節の手順に従い，代表的表現の用例を参照する手法 85.9 83.8 84.8

作例した用例を用法判定済み用例データベースに
追加して，3.3 節の手順に従い，代表的表現の用例を参照する手法 96.4 93.9 95.1

ベースライン 78.4 77.3 77.8

(b) 左・右接続情報を参照する場合
類型 適合率 (%) 再現率 (%) F値 (%)

「左・右接続情報」を利用する場合 89.4 86.4 87.9

「左・右接続情報+作例」を利用する場合 93.4 90.3 91.2

5 関連研究
文献 [5]においては，「機能表現一覧」 [6]中の機能

表現を対象として，意味を保存する言い換えが可能な
機能表現の分類を規定している．その他，内容語と口
語的な機能表現を対象として，代表的表現への言い換
えを介した機械翻訳の研究 [12]，機能表現の検出・係
り受け解析等の解析を対象とした研究 [10, 8, 1]があ
る．また，文献 [9]では，大規模な均衡コーパスである
「現代日本語書き言葉均衡コーパス」(2009年度板) [2]

において，機械学習による複合辞の検出を行った．

6 おわりに
本稿では，「機能表現一覧」の階層性を利用し，階層

において下位に位置する派生的表現について，用法が
類似するより上位の代表的表現の用例を参照して，用
法判定を行う手法について述べた．また，提案手法に
より 88%程度の F値で機能表現表記を正しく用法判
定できることを示した．
また，提案手法との比較として，本論文で述べた代

表・派生関係を利用し，条件付き確率場 (CRF：Condi-

tional Random Fields) [4]を用いた機械学習による機
能表現のチャンキングを行う方式の評価を行った．機械
学習による機能表現のチャンキングの研究事例 [10, 8]

において，その対象は 59種類の機能表現表記のみで
あり，1表現に必要な訓練事例は 50例程度とされて
いた．このことから，約 17,000の表現に対して必要
とされる訓練事例数は，850,000例となるが，これを
人手で作成するためには膨大なコストを要する．そこ
で，このタスクにおいて，代表・派生関係を利用する
ことにより，人手コストの問題を解消する．具体的に
は，訓練事例中の代表的表現を人工的に派生的表現に
置換した訓練事例を作成し，派生的表現のチャンキン

グモデルの学習を行う方式を導入する．この方式にお
いては，実際に人手により訓練事例を作成するための
コストは，代表的表現を対象としたものだけとなる．
この方式に従い，提案手法と同テストデータで評価し
た結果，評価結果は F値で 75%程度であった.
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